
行政 ・業者の連携による都市居住地形成の可能性に関する研究

一大阪東部における中層木造戸建住宅に着目して一

委貝 澤井 敬昌*2前 田 享宏*3新 田 俊明*4

主査 森本 信明*1

村松 敏雄*5立 神 靖久*6 中島 葉子*7前 田 康 二*8永 井 貢*9

大都市圏の郊外部だけでなく,都 心近傍ならびにその周辺部においても,根 強い戸建持家需要があることが明 らかと

なってきている。中層化の傾向を強めつつある都市型戸建住宅をとりまく環境は,こ こ数年で急激に変化 している。建築

基準法の改正による中間検査の導入や,品質確保法による住宅性能表示,さ らには開発指導要綱の変化などがそれである。

本研究では東大阪市と八尾市を対象とし,変化の渦中にある最近の戸建住宅の供給実態を分析 したものである。その結果,

都市型戸建住宅供給において地場の業者が重要な役割を演じていることが明 らかになり,業者インタビュー調査,個 別プ

ロジヱク ト調査の結果をふ まえ,行 政と事業者との連携をもとにした 「まちなみ誘導方策」についての試論を提示した。
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  There are many small detached houses, so called Mini-Developments, in Metropolitan Areas in Japan. The characteristics of these 

houses are small lot size, high density of development and illegal conditions in many cases. Housing Policies for these developments 

were to make incentives to planned apartments area or to set up minimum lot size regulations in each local authorities. But recent survey 

shows that Japanese people still prefer detached houses to apartment houses even in Metropolitan Area. The share of local home 

builders are very high in this market. This study is to find out the characteristics of small detached houses and to examine feasibilities 

for developing better landscape and neighborhood relations through collaboration among Local Authorities and local home builders.

1.本 研究の背景と目的

　21世 紀を迎えた現代のわが国の都市住宅政策において

は住宅ス トヅクに着目した住宅政策の展開が強 く求めら

れている。この問題を京阪神大都市圏において考えると,

京都市や奈良市など歴史的に古 くから形成されて きた市

街地だけでなく,大 阪府でいえば北 ・中 ・南河内地域(大

阪府の北東部から南東部につながる地域)に 典型的にみ

られるように,戦 後に形成されて きた住宅地の多 くは低

中層住宅地であ り,そ の主な構成要素は戸建持家と低中

層共同住宅(そ の多 くは賃貸住宅)で あることがわかる。

中でも注 目されるのが戸建持家である。昭和62年 の建築

基準法改正において,準 防火地域においても木造3階 建

が建設可能 とな り,中 層戸建化が促進された。容積率の

面からみても都市型住宅としての役割を担 う可能性が出て

きたのである。

　市街地内に建設 される戸建持家は,次 のようなメリヅ
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トを持 っている。それは 「変化に対する柔軟性」「空間更

新における合意形成の容易さ」「持家志向への適合性」

「中高密度性」「車庫の戸別対応性」等である。しか しな

がらいっぼ うで,わ が国のように所有に伴 う利用権の幅

が大 きな(建 築の自由度が高い)社 会においては,無 秩

序な市街地を形成することにつながることが多かった。

戸建持家のメ リヅトを生か し,し かも将来に継承 しうる

住宅地へ と改善 してゆくためには,そ れぞれの地区の特

性 をふ まえたうえで,住 民の中での合意形成の仕組みを

整え,空 間更新に際 して相互にコン トロール してゆ く力

量をいかに高めてゆ くかが重要である。もしその見通 し

がもてるならば,新 たな都市型住宅地像を描 くことが可

能であ ろう。

　このように都市部 において中高層集合住宅地像 と並立

しうる「低中層戸建持家を主要構成要素とした住宅地像」

のあ り方を検討 してゆ くことは極めて現代的で興味深い
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研究課題である。ここではそのような住宅地像をささえ

る戸建持家の理念型を「まちなか戸建」と呼んでいる。森

本(1999)注1)は,「 まちなか戸建」の研究課題の広が り

を住宅の単体レベルの問題 と集団 レベルの問題 とに区分

して整理 している。

　 ところで,大 阪府の北河内 ・中河内 ・南河内地区にお

いては,こ れまでも小規模戸建持家の比率が高い地域で

あることが知られている。とりわけ東大阪市においては,

戸建住宅の3階 建化が顕著であ り,そ の需要 ・供給面の

実態については澤井(1998)注2)によって研究の先鞭がつけ

られている。戸建持家の中層化問題は「まちなか戸建」を

考えるうえで,重 要な研究テーマである。とりわけ3階

建も可能 となった木造にとっては,鉄 骨造とともに,そ

の供給が地場の工務店によって担われていることが多く,

地場産業の育成 という面からも注目されている。これら木

造住宅の構造面・防火面での安全性 を高め,ま ちなみ形成

という面か らもよ り質の高いものへと誘導 してゆ くこと

は,関 係地方自治体の住宅行政 としても,重 要な問題と

なってきている。本研究は,こ のような背景をふ まえ,次

のようなテーマを設定 して調査 ・分析を進めた。

　①京阪神大都市圏における中層戸建持家化の実態を,

土地 ・住宅統計調査 を用いて明らかにする(第2章)。

　②八尾市における建築計画概要書を用いて,戸 建持家

の供給実態を業者タイプ別に分析 し,さ らに地場の分譲

住宅供給業者のプロジェク トを抽出して,現 地観察調査

を実施する。(第3章)

　③東大阪市の建築計画概要書のデータを収集・入力 し,

戸建住宅の供給動向の分析を行 う。(第4章)

　④八尾市 ・東大阪市で活動する戸建住宅供給業者を対

象に,中 間検査,性 能表示,開 発指導,ま ちなみ形成な

どについての評価や意識を明らかにす るためアンケー ト

を実施する注3)。(第5章)

　⑤ アンケー ト回収企業か ら20社 を選択 し,主 に 「ま

ちなみ形成」の視点からのインタビューを行 うとともに,

地場の分譲住宅業者の 「ちらし」を収集 し,最 近の住宅

地開発の特徴を整理する。(第6章)

　⑥八尾市・東大阪市における開発指導行政の経緯を概括

する。(第7章)

　⑦本研究での議論をふまえて,八 尾市における 「都市型

住宅のまちなみ誘導方策」試案を提案する。(第8章 〉

2,京 阪神大都市圏にみる中層戸建持家化の進展

　図2-1に 戸建住宅の敷地入手時期別に敷地規模の構

成比率を示した。図からは3つ の特徴が読み取れる。第1

は戦前に入手 した敷地規模 と,そ れ以降に入手 した敷地

規模 とでは画然 と異なっていることである。第2の 特徴

は,戦 後において時代が新 しくなるごとに,敷 地の小規

模化が進んでいることである。第3に1971～80年 の時期

こおいて,戸 建住宅敷地の第二の転機が見 られ,1990年

粍にさらに小規模化の動 きが加速されていることである。

図2-2に 建設時期別に 「建て方」と 「階数」による

寺家住宅の構成比率の変化を示 した。この図で最も興味

袈い点は,近 年の3階 建戸建の急激な増大である。1980

f代 にその端緒がみ られた3階 建化の傾向は,1990年 代

二入 り決定的な方向となってきている。京阪神大都市圏

6は,持 家市場における中層 ・高層の共同建住宅のシェア

eの ものが,戸 建住宅の3階 建化の流れの中で,こ の20

f間 は抑えられてきた様子が読み取れる。

3.八 尾市の戸建住宅の供給実態

　 3.1　 新築専用戸建住宅の概要

　「八尾市による住宅マスタープラン策定基礎調査(1999)」

の中で,平 成6～10年 度までの建築計画概要書のデータ

を収集した。本章ではそれをもとにして分析を行う。

　 5年 間の建築確認の申請件数は年平均約1,500件,合 計

7,463件 である。このうち約8割(5,787件)を 占める新

築専用戸建住宅に着 目し,供 給タイプ別の違いを示す。

　まず階数,構 造,敷 地面積の3つ の指標によって見る。

　階数は2階 建が多 く,いずれの年も約7割 を占めている。

3階 建は3割 程度で平屋建はほとんどない。この住宅階数

別に敷地面積を見ると,3階 建の敷地面積は2階 建のもの

よりも小規模である。ただし平成8年 度を底 として,70㎡

未満のものの比率は低下 し,そ の上のランクへと敷地規模

が大きくなってきている(図3-3)。

　次に構造を見ると,2階 建のものでは圧倒的に木造が中



60%あ る。しかも他の2タ イプには見られない50㎡ 未満

という狭小敷地が9%あ る。既存小規模宅地上での建替に

対応 しているとみられる。「注文(メ ーカー)」は目立った

集中が無 く,50㎡ 以上から300㎡ まで,ほ ぼ均等に住宅

を建設 している。

　建蔽率の分布を5%刻 みで見ると,「分譲」は56～60%

のものに集中している。「注文(在 来)」 も同 じような傾

向であるが,31～50%の ものも一部建設されている。山

麓部や農村部における地元工務店による住宅が含まれてい

るとみ られる。「注文(メ ーカー)」は31～70%ま でほぼ

均等に建築計画がなされてお り,相対的にはゆとりのある

敷地で仕事が行われている。

　延床面積を見ると,「分譲」は70～80㎡ のものに約40

%の 集中がみ られ,相 対的に小規模 な住宅を建設 してい

る。「注文(在 来)」 は100～150㎡ に山があるが,大 き

な集中はみられず,多 様な広 さの住宅 を建設 している。

「注文(メ ーカー)」 は100～200㎡ に80%の ものが含ま

れており,大 半が大規模な住宅である。

心である。3階 建のものではS(鉄 骨)造 が最も多いが,木

造のものも30%程 度ある。平成10年 度では,W+RC(1階

に鉄筋コンクリー ト,2・3階 が木造)が 減少する中で,木

造がむしろ増大している。中層化の流れの中で,木 造住宅

がむしろ健闘しているという状況にある(図3-4)。

　 3.2　 住宅供給タイプ別の特徴

　建築計画概要書における建築主名と設計者名とを考慮 し

て 「分譲」,「注文(在 来)」,「注文(メ ーカー)」 の3タ

イプに区分 した。その手順は建築主が法人もしくは個人

で複数件の申請を行っている場合を「分譲」,個人で単数

の申請を行 っている場合は 「注文」と分類 した。このう

ち「注文住宅」は設計者名を用いて住宅メーカーによるも

のか,大 工 ・工務店によるものかを判定 した。

　八尾市において 「分譲」は45%,「 注文(在 来)」33%,

「注文(メ ーカー)」15%と いう比率となる。「注文(在 来)」

とともに 「分譲」も,そ の多 くが地場の業者によって担わ

れていることが多いことを考えると,地 域産業としての住

宅供給業者の役割が大きいことがわかる。

　この三つの供給タイプ別の住宅特性を,敷 地面積 ・建

蔽率 ・延床面積によって見る。

　敷地面積 を見ると,「分譲」は100㎡ 以下が90%も 占め

てお り,300㎡ 以上には全 く建築計画がなされていない。

大半が小規模の敷地面積による住宅である。「注文(在

来)」も100㎡ 以下の小規模敷地に建設されるものが多 く

　 3.3　 八尾市内分譲業者による住宅供給の実態

　八尾市内の分譲業者(122社)の 内,5年 間で20件 以

上の分譲住宅を建設 している19業 者 を選定 し,建 築場所

に記載されている住所で名寄せをした。そこから10戸 程度

の集積がみられ るものを取 り出し,建築計画概要書に添付

されている位置図をもとに地図上にプロヅトした。原則と

して各業者につき,二 箇所以上をとりあげ,申 請年度,開

発場所ができるだけ違 う住宅団地を調査するようにプロ

ジェクトの選定を行った。現地観察は2000年12月 に実施

した。総括表を表一1に 示した。

①外装:外 壁はどの業者も吹付塗装であった。1階 部

分にタイル模様のサイディングボー ドを貼 り付けている

住宅 と,2階 のベランダ部分にサイディングボー ドを貼

り付けている住宅 との2つ のパターンに分けることがで

きる。全面にサイデ ィングボー ドを貼 り付けている住宅

や,本 物のタイルを貼 り付けている住宅は稀である。

②外壁の色:色 はべ一ジュや灰色や薄い茶色など,基

本的に落ち着いた色が使われている。原色や奇抜な色が

目立つ住宅はほ とんど無かった。

③屋根材:屋 根材は瓦 とカラーベス ト(平 板瓦)の 二

種類がある。同 じ住宅団地内では基本的に同 じ種類の屋

根材が使 われている。稀 に異なる場合 もある。屋根の形態

はほとんどの住宅が切妻を採用 している。

⑤立地による差異:既 成市街地に建つ分譲住宅の隣棟間

隔はほとんどな く,人1人 分のスペースも無いことが多

い。2階 の下に車庫を設けるのが大半であ り,玄 関前は

狭い。都市化されていない場所に建つ分譲住宅は隣同士

の空間もゆとりがある。車庫 もカーポー トを使用 してお

り,玄 関前も広々 としている。1プ ロジェク ト20区 画以



上の大規模な開発もみられ,統 一された空間でまとまっ

た景観を産み出しているものも見 られた。

4.東 大阪市の戸建住宅の供給実態

　 4.1　 新築専用戸建住宅の概要

　東大阪市は毎年平均2,500戸 の新築専用戸建住宅が供給

されており,平 成6～12年 までの7年 間の合計は17,604戸

である。その特徴は3階 建住宅の比率が高いことにあった。

図4-5を みても平成11年 度までの6年 間は,圧 倒的に3

階建の比率が高かったことがわかる。ところが平成12年 度

において劇的な変化が生 じる。2階 建比率の急増である。

　その変化を階数別に見た敷地面積分布の変化によってみ

ると,極 めて興味深い傾向を読み取ることができる。図4

-6は それを示 したものである。2階 建のものは,70～80

㎡のものが急激に増大 している。これに対して3階 建もま

た50～80㎡ 未満のものが急増 している。この3階 建の敷

地規模の変化は平成12年 度になって突然現れたものではな

い。それまでの数年間で,徐 々に敷地面積は増大傾向に

あったことに注意 してお く必要がある。

　このような急激な変化の中で,住 宅の構造はどのように

変化 しているのであろうか。図4-7に よれば,2階 建の

ものは木造住宅が圧倒的に多い。平成12年 度においても木

造が多い。では3階 建のもので木造が減少したのかという

とそうではない。木造の比率はここ数年の トレンドにそっ

て増大 しているのである。先に八尾市において見た通 り,

都市型戸建が中層化傾向を強める中で,木 造住宅が意外に

健闘 しているという実態が,東 大阪市においても改めて確

認で きる。

　4.2　 供給タイプと階数 ・構造

　平成12年 度に増大 した2階 建は,ど のような供給業者に

よって供給され,そ の構造とはどのような関係をもってい

るのであろうか。八尾市において採用 した3つ の供給タイ



プを,供 給戸数規模を加味 してより細分化 したものを使っ

て,年 度別に見たものが図4-8と 図4-9で ある注4)。

　これ らの図によると,分譲業者の全てのタイプにおいて,

平成12年 度には2階 建住宅供給の方向に急激にシフ トし,

木造住宅の比率も急上昇 している。これに対 して,注 文主

体の住宅メーカーなどは,も ともと2階 建が多く,大 きな

変化はみ られない。この2階 建へのシフ トは,1区 画当り

の敷地規模の増大につながる。地価が高ければ,敷 地規模

を少々増大させても,現 在の需要に見合う延床面積は確保

できない。中間検査逃れのために2階 建にシフ トしたとい

う要因もあるが,地 価の下落に伴い,画 地の規模を少 し広

くして2階 建の開発ができるという条件が出現 したため,

急激な階数構成の変動が生じたものと思われる。

　 5.2　 調査結果の概要

　アンケー ト結果は従業員の規模別に見ることによ り,そ

の特性が比較的よくあらわれることが確認された。そこで

従業員数が4人 以下の業者を 「Aタ イプ」,5～9人 を

「Bタ イプ」,10人 以上の業者を 「Cタ イプ」というよう

に3タ イプに分類 してそれぞれの特徴 を分析 してい く。

①事業所所在地:全 体の67%を 八尾市 ・東大阪市の地

元業者が占めている。Aタ イプでは東大阪市が55%と 高

い。Cタ イプでは大阪市や周辺地域の大東市 ・門真市 ・

柏原市などに立地する業者の比率が高 くなる。

②仕事の内容:多 くの業者は分譲住宅だけではな く,

注文住宅や場合 によっては他の建築物 もてがけている。

Aタ イプでは全てが分譲を行っている。その仕事の内容

は「企画 ・販売を行 い,施 工 ・設計を外注することが多い」

とするものが55%も ある。Cタ イプで も8割 が分譲を

行っている。その場合「すべて 自社でする」業者が多い。

注文住宅を扱っているのはCタ イプ84%に 対 し,Aタ イ

プで39%と なっている。Aタ イプでは施工部門をもたな

いものが多いことが,注 文住宅を手がける比率の違い と

なって現われているもの とみ られる(図5-10)。

　③分譲 と注文別の住宅供給数:平 成6～11年 度の分

譲住宅の新築戸数をみると,Aタ イプでは供給戸数がば

らついている。供給地域は八尾市 ・東大阪市が多い。C

タイプではその65%が5年 間に100戸 以上を手がけてい

る。供給圏域は両市以外の他地域でも多 く供給 している。

Cタ イプは注文住宅も手がけるものが多いが,そ の65%

が10～24戸(年 平均2～5戸)と な ってお り,分 譲住宅

ほ どには多 く供給されていないことがわかる。

　④戸建住宅の構法:Aタ イプでは鉄骨構法が58%と 最

も高 く,ツ ーバイフォーはほとんどない。Cタ イプでは

木造在来構法が57%と 高い。仕事の内容 との関連では,

鉄骨系の場合には 自社内に施工部門をお くことが少な く,

土地の入手か ら商品開発 までを担 当した上で施工を外注

するというスタイルが多 くな り,在 来の場合には自社施

工が多 くなるという関係 を見出すことができる。

　 ⑤住宅の階数:供 給 した戸建住宅の階数をみると,A

5.業 者アンケー一ト調査

　 5.1　 調査の目的と方法

　建築計画概要書(八 尾市:平 成6～10年,東 大阪市:平

成6年 ～11年)を もとに,両 市において過去5年 間で5

戸以上新築住宅を供給 した業者(住 宅メーカー系除 く)

を抽出 し,その業態や近年の法律改正に対する対応,行 政

指導のあ り方に対する意見,住 宅供給に際 しての「まちな

み」への配慮などについてのアンケー トを実施 した。調

査は2000年10月 に行い,宛 先不明を除 く有効配布数は

560社 で解答数は117社(解 答率21%)で あった。



タイプの73%が 「3階 建を主に」供給 している。先に見

たように東大阪市で平成11年 度までに建設された戸建の

8割 が3階 建であった。Aタ イプに東大阪市所在の業者

が多いため,こ のような結果 になった とみ られる。

　⑥ 中間検査への対応:建 築基準法の改正に伴い両市で

中間検査制度が導入され,検査対象として3階 建住宅が指

定された。それへの対応をたずねると,3階 建を中心に

しているAタ イプの中には中間検査対象外の「2階建を中

心」に したり,「違反になりそうな画地での仕事をなくす」

など消極的な対応が目立つ。一方,Cタ イプでは 「合格

書を積極的に取得する」と回答する業者が多 く,新 しい

制度に対する対応の差が顕著である。

　⑦建蔽率緩和 との代替条件:都 市型戸建住宅によるま

ちなみ形成を考えたとき,建 蔽率はむ しろ緩和 し,そ れ

とひきかえに他の形態に関する指標でコントロールする

ことも考え られる。その代替条件 をたずねると,Aタ イ

プでは 「高さ制限のほうがまちなみ形成のために効果的

である」という回答が多 くなる。これに対 してCタ イプ

では 「壁面線の指定のほうが効果的である」と回答 した

比率が高い。Cタ イプのほうが相対的に敷地のゆとりの

ある物件を手がけているものが多 く,逆 にAタ イプでは

狭小敷地に3階 建を供給 しているものが多いためである

と考えられる。

　⑧ まちなみ形成:「自社の手がけた物件でまちなみ形成

という視点か ら代表例があるか」との問に対 し,どのタイ

プでも30%前 後あると回答 している。従業員規模での違

いはあまり見られない。また住宅の建設・供給にあたって

建物の高さや隣棟間隔,周 辺への遮音・プライバシーに配

慮 しているとするものは80%前 後 と高い数字である。屋

根や外壁の色・素材や外構などの軒先ラインの調和などへ

の配慮は50%前 後 と低 くなる(図5-11)。

6.プ ロジェク ト調査

　第4章 と第5章 の調査結果から,こ こ数年の八尾市 ・東

大阪市における分譲住宅供給をとりまく環境は大きく変化

していることが確認された。そこで最近の状況をより具体

的に把握するため,ア ンケー ト調査をもとに したインタ

ビュー調査(6-1),分 譲住宅のちらし分析(6-2),個

別プロジェク トの詳細調査(6-3)を 行った。

　 6.1　 業者 インタビュー調査

　第5章 のアンケー ト調査で回答のあった住宅供給業者

か ら20社 を抽出 し,住 宅供給事業の形態,ま ちなみへの

配慮,法 規制に対する意識,最 近の住宅供給における変

化や流行などについてインタビュー調査を実施 した。イ

ンタビューは2001年5月 ～8月 にかけて実施 した。表6

-2に その要約を掲げた。

　①事業形態:20社 のうち18社 が主に分譲住宅を手がけ

ている。その中で従業員数が多 く,自 社で設計 ・施工部門

を抱えている業者では,土 地購入後に施主の要望を入れ

ながら設計する 「売建」型の住宅を最近多 く供給 してい

る。逆に従業員が少な く(1,2人),自 社で販売のみを

行い,設 計 ・施 工を外注する業者では 「建売」型がほ とん

どである。

　②階数・構造=東 大阪市では3階 建鉄骨造の住宅が多 く

建設されていたが,中 間検査の導入や近年の地価の下落

により,ア ンケー ト実施以降,3階 建から2階 建に移行す

る業者が増加 した。八尾市では2階 建住宅の構法では在

来木造やツーバイフォーがほ とんどであるが,東 大阪市

の住宅では2階 建でも鉄骨を得意とする業者があるのは,

そのためである。また地価下落の影響で販売価格が見合

わず,分 譲住宅業を現在中断 している業者もある。

　③緩和 してほ しい規制:昭 和25年 に制定 された建築基

準法が現状に合わないという意見が多い。ほ とんどの業

者が建蔽率に関 して満足 していない。住居系地域におい

て,既 成市街地内での緩和や,壁 面線をセ ヅ トバ ヅクする

代替条件 としての緩和,あ るいは耐火構造構造物にするこ

とによる緩和などを求めている。 しか し,敷 地規模にゆ

とりがある注文住宅等を手がけている業者の中には,建

蔽率を緩和することによって狭小住宅の供給を助長 して

しまうという逆の意見もあった。

④ 主な需 要層 と間取 りの好み:分 譲住 宅にお いて

3,000万 円前後で30歳 代前後をターゲ ヅトに している業

者が多い。間取 りは4LDKの プランを主に扱っている業

者が多い。最近の流行 としては,LDKを 広 くとることや

キッチ ン ・浴室な どの水周 り設備の充実,屋 根裏(ロ フ

ト)などの収納スペースの確保が求められている。和室の

需要が少なく,各 戸1室 程度 しか設けられていない。

⑤ まちなみ:多 くの分譲業者では敷地面積70㎡ 前後の

住宅を主に供給 してお り,住 宅 と駐車場のスペースをと

ると植栽のためのオー・プンスペースがあ まりとれない。

そのため玄関周 りに芝生や低木 を植えた り,ガ ーデニン

グスベースを作る業者が多い。需要層も庭に対 してのこ

だわ りは少ない。

　屋根の色・形状,外 壁の色・素材 については,ま ちなみ

を意識 して色・素材を統一するものと,施主の好みに合わ

せあ まり統一 しないものの2タ イプに分かれる。前者は

業者が用意した基本色の中から施主に選んでもらう場合が



表6-2　 業者インタビュー調査の結果

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

所在地 大阪市 大阪市 東大阪市 東大阪市 八尾市 八尾市 東大阪市 東大阪市 大阪市 東大阪市

主な活動拠点 八尾市 大阪市・南大阪 東大阪市・大東市 羽曳野市・泉北他 八尾市 八尾市・柏原市 東大阪市 東大阪市 大阪市 東大阪市

事業形態 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅

分譲住宅の形態 売建 売建 売建 建売・売建 建売・売建 売建・建亮 売建 売建 売建 売建

自仕 自社 自社 自社 自社 確認申請外注 確認申請外注 確認申請外注 販売外注 確認申請外注

従業員数 110人 51人 15人 26人 11人 6人 18人 12人 13人 5人

分譲戸数(5年) 5CIO 400 260 124 70 53 600 300 180 80

注文戸数(5年) CI 20 20 2 10 13 0 13 10 5

主な階数 2階 2階 3階 2、3階 2階 2、3階 3階 3階 3階 3階

主な構造 ツーバイフオー
在来木造・鉄骨・ス

　チールハウス
在来木造・SE構法 在来木造・鉄骨 在来木造 在来木造・鉄骨 鉄骨 鉄骨(テ クノストラク

　　チャー)
鉄骨 鉄骨

現在の変化 2、3階 2、3階 2階 2階

中間検査の影響 ある ない ある ある

土地下落の影響 ある ある ない ある

植栽 66㎡の敷地ではス
ペースが限られる

配慮するがあまり

　 取れない

建物と駐車場を

取った残りのス
　　ペース

芝生程度を植える
はじめから植栽を

　　 入れる

スペースが取れな

　　　い
入口に少し

芝生・花壇スペー
　　　ス

限られたスペース

を有効に活用

限られたスペース

で施主の意向を入

　　　れる

駐車場 1台 1台 1台 1台 1台 1台 1台 1台 1台または2台 1台

自転車置場 駐車場のスペース 玄関周り 駐車場のスペース 駐車場のスペース
あまり考えていな

　　かった
開いたスペース あまり考えない スペ ースはとる 駐車場のスペース

屋根の色・形状

まちなみを意識し
て最近は色・形状

　　を統一

同じ色にしないで

色調・形状は合わ
　　 せる

瓦の色は統一 素材・形状を統一 素材・形状を統一
瓦の素材は自社
　　 決定

基本色から選んで
　　 もらう

同じ系統の色にす
　　　 る

色・形状は施主の

好みに合わせる

外壁の色・素材

まちなみを意識し

て最近は色・素材

　　 を統一

同じ色にしないで

色調・素材は合わ

　　 せる

同じ色にしないで
　色調を統一

素材・形状を統一
何色かの中から選

んでもらう形をとる
素材・形状を統一

色・素材は自社決

　　　定

基本色から選んで

　　 もらう

色は施主の好み
　に合わせる

色・素材は施主の
好みに合わせる

ベランダの配置 南・東南側
2ヵ所(南側に1ヵ

　　 所)
2面 1面 1面 1面または2面

2ヵ所(できるだけ

　　 南側)
1面または2面

建物高さ
屋根の形により多

　　 少変化
ある程度統一 統一 統 一 統 一 ある程度統一

外構 オープン外構 オープン外構 オープン外構 オープン外構 オープン外構 オーブン外構 オープン外構 オープン外構 門柱・塀 門柱・塀

軒先ライン

形状のデコボコが

あるため統一は難
　　　しい

あまり考えない 統一

ある程度考えるが
全く同じにすると

　 面白くない

ある程度統一
統一するように配
　　　慮

.一
　　隣棟間隔

「

一般的な幅 500㎜(民 法) 500～600mI 5000別(民 法) 500四 隣 350四 蹴 八尾では500mn 800～900㎜

規制緩和の希望 建蔽率 建蔽率・道路斜線 建蔽率 建蔽率・容積率 建蔽率・容積率 建蔽率 建蔽率・北側斜線

主な需要層 若い世帯 若い世帯 若い世帯 30歳代 若い世帯
30歳 代～40歳 代

　　 前半

間取りの好み

バリアフリー・屋根

裏収納スペースの

　　 砲保

バリアフリー・収納

スペースの確保

広いLDK(20～30

　　 歳代)
DK(50～60歳 代)

広いしDK、収納ス
ペースの確保、水

　　周り設備

屋根裏収納ス
ペースの確保、水

　　周り設備

屋根裏収納ス
ペースの確保、水

　　周り設備

広いLDK、 収納ス
ペースの確保、2

　 世帯住宅

屋根裏収納ス
ペースの確保・水

　　周り設備

11 12 13 互4 15 }6 17 18 19 20

所在地 東大阪市 八尾市 大東市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市

主な活動拠点 東大阪市 八尾市 東大阪市・大東市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市 東大阪市

事業形態 注文住宅 分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 注文住宅(建 替)
「

分譲住宅 分譲住宅 分譲住宅 注文・分譲住宅
,

分譲住宅

分譲住宅の形態 建売・売建 売建 建売 建売 建売 建売 建売・売建(分 譲〉 売建

自祉
設計(砲認申請)・

　 施工外注
自社

自社(販 売業者の

　 下請けも)
自社

設計(確認申謂)・
　 施工外注

設計(確認申請)・
　 施工外注

設計(確認申請〉・

　 施工外注

販売・設計(確認

　 申請)外 注
販売・施工外注

従業員数 13人 3人 8人 12人 12人 1入 2人 1人 13人 15人

分譲戸数(5年) 6 40 127 200 0 10 11 8 20 50

注文戸数(5年) 9 0 57 10 8 0 0 0 30 0

主な階数 2階 3階 2階 3階 3階 3階 3階 3階
　 　 　 P

2階 3階

主な構造 在来木造 鉄骨 在来木造 ツーバイフオー 鉄骨 鉄骨 鉄骨　　　[　　 鉄骨 在来木造 鉄骨

現在の変化 2、3階 分譲業中断 分譲業中断　 1 2階

在来木造・鉄骨 1 ツーバ イフオー

中間検査の影響 ある 1 ある

土地下落の影響 ある ある
1

ある

植栽
施主の意向を入

　　 れる
スペースはつくる

できるだけ多くス
ペースを取る

低木を植え、ガー
デニングスベース

　　 を作る

部分的に入れる

　(低木など)

スペースがあまり

　 取れない

両脇にフェンスを
設け、ガーデニン
グスペースを作る

スペースがあまり

　 取れない

道路面を1mセ ット
バックし、植栽ス

　ペースを作る

30坪以上ないとス
ペースが取れない

駐車場 施主の意向を入

　　 れる

3階 で2台 、2階で

　　　1台

普通車1台+軽 自

　　動車1台
1台 1台 1台

1台(+軽 自動車1

　　　台)
1台 1台 1台

自転車置場
施主の意向を入
　　 れる

スペ ースをつ くる 駐車場のスペース スペー スをつくる スペー スをつくる 玄関周り 駐車場のスペース 玄関周り 駐車場のスペース 玄関周り

屋根の色・形状

まちなみに配慮し

施主の意向を入
　　 れる

色・形状を同じに
せず、ばらつきを

　　見せる

　 一

6～7寸 勾配の屋

　　　根

色・形状を統一す
るとまちなみとして

　 面白くない

　 　 ㎜

色ぐらいしか意識

　　 しない

　 　 　 一

瓦は黒色で統一
周りの住宅に合わ
せ落ち着いた色に

　　デザイン

派手なものは使わ
　　 ない

派手なものは使わ

　　 ない

あまり同じ物にす
るとまちなみが面

　 白くなくなる

外壁の色・素材

まちなみに配慮し

施主の意向を入

　　 れる

色・素材を同じに

せず、ばらつきを

　　見せる

まちなみを意識し

　たものにする

色・素材を統一す

るとまちなみとして

　 面白くない

色ぐらいしか意識

　　 しない

白色系の色で統
　 　 　 一

周りの住宅に合わ
せ落ち着いた色に

　　デザイン

派手なものは使わ
　　 ない

派手なものは使わ
　　 ない

あまり同じ物にす

るとまちなみが面
　 白くなくなる

ベランダの配置
まちなみに配慮し
施主の意向を入

　　 れる

1面または2面 2面(南 ・西向き) 道路側に1面 2ヵ所 2ヵ所 2ヵ所または3ヶ所 1面または2面 2面

建物高さ
2階 なので周辺よ

　　 り低い
ある程度統一

3階 で10m以 下、

　 2階 で8m
mm以 下で統一

必然的に統一(3

階で10m以 下)
ある程度統一

周りの住宅が木造
2階建てなので高

　さが合わない

周りの住宅が木造
2階 建てなので高

　さが合わない

近隣と高さをあら
　　 せる

統 一

外構 あまり考えない オープン外構

オープン外構にし

たいが門柱・塀の

　 要望が多い

オープン外構もあ

　　　 り
門柱・塀 門柱ぐらい オープン外構 門柱ぐらい 門柱・塀 門柱ぐらい

軒先ライン あまり考えない 自然と統一される
敷地などの条件に
　　　よる

自然と統一される 自然と統一される 自然と統一される 統一できない
階数が異なり統一

　　が難しい

道路面をlmセ ット

　 バックする
自然と統一される

隣棟間隔 あまり考えない 450㎜ 最低600㎜
600田顧ぐらい離す

が敷地により違う
敷地境界いっぱ
　　　い

200園
人ひとり通れるス
　　ペース

450㎜ 450㎜ 350皿n

規制緩和の希望 北側斜線 建蔽率・採光問題 建蔽率 建蔽率
建蔽率・容積率・

　 高さ制限
建蔽率 建蔽率 高さ制限・斜線 ・建

　　 蔽率

市の協力金(開 発

　 指導要綱)

主な需要層 若い世帯 35～45歳 ぐらい 30歳 代前半 40歳代以上 若い世帯 30歳 代 40歳代前後 30～40歳 代 30歳代前後

間取りの好み
水周り設備・2世帯

　　　住宅

広いLDK、 屋根裏

収納スペース、風

　 呂の大きさ

駐車場2台 分の確

保、水周り設備

和室の減少、収納
スペースの確保

広いLDK、 収納ス
ペースの確保

収納スペースの確

保・水周り設備

広いLDK、 水周り

設備、広いベラン
　　　ダ

広いLDK、 水周り

設備、収納スペー
　　スの確保

広いLDK



多い。また後者では,あ まり色や素材を統一 してしまうと,

まちなみ として面白くな くなるという意見が多かった。

　 外構はオープン外構が主流にな りつつある。これらの

住宅では施主が若い世代が多 く,門 柱や塀へのこだわ り

も少な く,要 望があれば門柱を設ける程度である。

　 ベランダの配置については2階 建で1ヶ 所以上,3階 建

で2ヶ 所以上設ける場合が多い。敷地形状にもよるが南

面に設けた り,道 路に面した方向に設ける場合が多い。

　建物高 さ・軒先ラインについては,同 じ分譲地内での高

さの統一はで きる。ただし周辺に2階 建の住宅が多い場

所で3階 建を建てる場合には高さの統一は難 しい。

　軒先ラインは自然と統一され る。建物を前面道路から

1mずつセヅトバ ヅクして壁面線 を統一一することによって

圧迫感がな くな り,よ りよいまちなみ形成ができるとい

う意見もあ った。

⑥開発規模:開 発規模が大き く区画数が多いと,そ の区

域内で新 しい 「まちなみ」を計画 しやすい。しか し今回イ

ンタビューに訪れた業者の中には,既 存の住宅地の中に

1・2戸 単位で分譲住宅を供給 している業者もあ り,既 存

のまちなみに調和 させるのが難 しい。両市においてこの

ような形態で住宅を供給 している業者 も多い。また施主

はまちなみに対 して意識があ まり高くな く,業 者側が提

案 したものに納得せず,自 分の意見を通す人も多いとい

う意見もあった。

　 6.2　 分譲住宅の 「ちらし」調査

　両市にはなお比較的まとまって開発できる余地が残って

いる。そこで平成11～13年 にかけて,東 大阪市 ・八尾市

で収集 した新聞の折 り込みチラシの中から1現 場が10区

画以上の分譲住宅地51箇 所(東 大阪市34,八 尾市17)を

取 り出 し,階 数や構造,敷 地規模,最 近の間取 り,外 壁

や屋根の色 ・素材や外構の特徴や道路関係,キ ャヅチコ

ピーなどを読み取 り,最 近の動向を分析 した(表6-3)。

　①東大阪市の分譲住宅の特徴:東 大阪市の分譲住宅で

は数年前まで3階 建の鉄骨住宅が多 く建設されていたが,

第4章 で見たように,平成12年 度から2階 建の割合が急増

した。そのため2階 建でも鉄骨造のものがみ られる。木造

は在来や新木造,ヅ ーバイフォーな ど多様で,3階 建でも

ッーバイフォーがみ られる。

②八尾市の分譲住宅の特徴:八 尾市の分譲住宅ではほ

とんどが2階 建で最低敷地面積は70㎡ 前後のものが多

い。構法はほとんどが在来木造で他 にッーバイフォーを

扱っている業者があ り,木 造系が中心である。

③最近の分譲住宅の特徴:間 取 りは,2階 建の場合1階

に駐車場をとり,LDK+1室(和 室の場合が多い)と 水周

りスペースをとり,2階 に3室(洋 室)設 ける4LDKの

プランが多い。また収納 スペースを確保するためにロフ

トを設けるものが多い。3階 建の場合,1階 が駐車場+

1室(和 室)で2階 にLDKを とり,3階 に3室 設ける4

LDKの プランが中心で,部 屋割 りによっては5LDKや6

LDKも み られ,3階 建の方が2階 建よ りも延床面積 を多

く確保 していることがデータか ら読み取れる。

　外壁の仕上げはモルタル吹付とタイル貼 りが併用され,

色はアイボ リー系の明るい色が多い。またひとまとまり

の開発単位 としてまちなみ を意識 し,色 調 を統一するも

のが多い。屋根は特定の業者がセメン ト瓦を使用 してい

るものの,最 近はカラーベス トを使うものが多 く,業 者

によって使用する外壁や屋根は素材や色調の特徴がある。

　外構は最近の分譲住宅ではオー プン外構にするものが

多い。余 ったスペースに植栽 した り,ガ ーデニングス

ペースに利用 している。

　開発地内部の道路をみると,ほ とんどの現場において位

置指定道路か開発道路を入れている。通 り抜けできる道

路は少な く,入 居世帯以外の利用が少ないため,住 環境 と

しては安定するとみられる。

　④キャッチコピー:折 り込みチラシに記載されている

各社の物件に対するキャッチコピー(歌 い文句)を 読み

取ると,閑 静な 「まちなみ」や 「住環境」を表現 したも

のが多 く,ま た買物の便利さや学校への通学時間や駅ま

での徒歩時間など,「立地条件」・「周辺地域」のことをア

ピール したものも多い。またほとんどのチラシでキ ッチ

ンや浴室などの設備の充実 を謳っている。この他に最近

では土地購入後に施主の要望を入れながら設計する売建

型の住宅が多 く供給されているため,「自由設計」を売り込

んでいるものや,住 宅のアフターサービスで「10年保証」

を売り文句にしたものも多い。また大 きな文字で「販売価

格」を強調 したものも多い。3,000万 円前後での購買層は

30歳 代を中心とした若い世帯が多いため,「頭金ゼロ」や

「ロー ンの組み方」をアピール したチラシも多い。

　 6.3　 東大阪市の新規プロジェク ト調査

　東大阪市では,バ ブル期の地価高騰による販売価格の

上昇や開発可能な分譲用地が不足 したため,大 規模な戸

建分譲開発はここ15年 程おこなわれてこなかった。しか

し,近 年,地 価の下落に伴い,工 場跡地の用途転換 とし

て大規模な戸建分譲住宅地が供給 されている。今回対象

とした事例は,東 大阪市南荘町に開発 された住宅地(以

下くA)と 示す)約10,000㎡ と,若 江本町の住宅地(以 下

(B)と 示す)約8,000㎡ である。(A)は ツーバイフォーの

木造3階 建,(B)は 鉄骨造2階 建(一 部3階 建)で ある。

敷地条件は,(A)は 第1種 住居地域,(B)は 準工業地域で

あ り,建 蔽率,容 積率は共に60%,200%で ある。

　(A)の 敷地面積は60～100㎡ 台(平 均73㎡)で あ り,

延床面積は90～120㎡ 台(平 均109㎡)と なっている。間

取 りは3　LDK,4LDKが 中心である。従来の3階 建戸建住

宅の敷地と比較すると,長 方形ではあるが比較的間口を



広 くとっている。これは,従 来よりも敷地規模に余裕が

あることが要因と考えられ る。

　典型的なプランでみると寝室等の面積は6畳 以上のも

のが多 く,LDKも 従来より面積が大 きくなっている(15～

20畳 程度)。浴室面積,収 納スペースも拡大 している。便

所も2カ 所 に設けられている。また,間 口が広いため,続

き間のような2室 共通採光のプランがみ られず,2階 の

LDKで は前面通路に開放的な2面 の開口をもち,開 放性

がある空間を構成 している。住戸の前面と背面の両方に

ベランダをもつプランもあ り,従 来よ り通風,明 るさを

確保する配慮がなされている。また,浴 室も採光のよい

場所におかれ,2階 に設置 したプランもある。住宅景観



でみると,従 来の狭小敷地 に建てられていた3階 建住宅

と比較 して延床面積は110㎡ 程度 とあま り変化 していな

い。しかし駐車場は全て ビル トインでな く半分はオープ

ンになっていてゆ とりをもった計画になっている。

　住宅地の景観 をみ ると,外 壁,屋 根の形,ベ ランダ,

ポーチ,イ ンター ロヅキング,街 灯,郵 便受,門 柱,各

戸境界フェンス等に調和がみ られる。玄関支柱は円柱の

神殿風であ り,洋 風建築の雰囲気を強調 している。外壁

の色,ベ ランダのデザイン等は購入者が数種の中から選

択できるようになっている(写 真6-1)。 各住戸はほぼ

同 じだけ前面道路からセッ トバ ックしてお り,道 路両面

に住戸が並ぶ通 りでは,2階,3階 のベランダの前面は

揃 えられ,3階 のベランダ奥行 きの出を控えるか,幅 を

狭 くすることによって,3階 建による閉塞感をな くし,

開放感を生み出 している。全体にまちなみがそろってお

り,壁 面線を指定 しているかのようであ る。

　敷地は住宅地の進入口近 くは間口が狭 く奥行 きが長い

ものが多 く,北 の奥に行 くほど形状のよいものになって

いる(図6-一 　11)。区画割 をみ ると,部 分的に少ない住戸

数でまとめられたブロックも存在 し,均 質的な区画には

な ってお らず,住 宅地 の景観 に変化 がみ られ る。500㎡

程 度 の開発 公園,住 宅1区 画分程 度 の敷地 を もつ集会所

があ る。地 区全体 の 宅地 率 は,64%と な って いる。住 宅

地 内の道路 幅は5.8m又 は6.8m,周 辺 道 路は7.8m,8.9m

とな って いる。道 路は袋 小路 がな く,一 続 きに回れ るよ

うに な って い る。

　 (B)の 敷 地 面積は70～100㎡ 台 で,平 均76㎡ で あ る。

延 床面積 について は,開 発途 上の現 在(平 成13年9月 現

在 で約 半数建 設 中)で は70～100㎡ 台 の ものがみ られ る。

間取 りは3LDK,4LDKが 中 心で あ る。正方形 に近 い敷地

も多 くみ られ る。重 量鉄骨 の採 用に よ り,耐 久性 の重視

がみ られ,安 心感 を居住者 に与 えて いる。2階 建で あ る

ため床面 積は3階 建 住 宅に比 べ比較 的狭 小で あ り,LDK

の 面積 も抑 え られて い る(10～15畳 程 度)。 しか し,標

準 プラ ン として ロ フ トを確 保 してお り,ト ー タルで の収



納スペースを稼いでいる。建物はL型 を基本 とした凹凸

をもたせ,奥 行き感がある(写 真6--2)。

　住宅地の景観をみると,外 壁,屋 根の形,ベ ランダ,

ポーチ,イ ンターロッキング,門 柱等に調和がみられ,ま

ちなみをそろえようとしている。住宅地内の道路幅は

6.7mあ り,地 区全体の宅地率は,約65%と な っている。

通 りには花の名前がつけられ,ま ちの個性が意図されて

いるようである。敷地内には500㎡ 程度の開発公園があ

る。道路幅は均一で,敷 地規模は(A)の ような位置によ

る大きな差はみられない(図6-12)。

　 (A)(B)の 住宅地に共通する事項 として,洋 風を意識

した建築であ り,ま た従来にはあまりみ られなかった鮮

やかなカラー,白 色のサ ッシ,煉 瓦調の外壁など全体 に

明るい印象がみられる。街区単位で統一感や開放性,明

るさを確保 した計画ができる規模であるため,従 来の開発

とは一線を画することができている。また,小 規模開発で

あれば約80%程 度と想定 される宅地率が,こ こでは65%

程度 とな り,余 裕がでてきている。分譲住宅の宣伝 にあ

たっては,景 観の統一性 と住宅地としての個性,設 備機

器の充実,構 造体の安全性,ま た10年 保証などもアピー

ルしている。また,(B)に ついては検査済証の取得につい

ても明示されている。

　 2階 建住宅中心で開発 している(B)の 業者に開発計画

についての ヒア リング した結果,次 の4点 がポイン トと

なっていた。①土地が安かった。(戸建分譲業者3社 によ

る入札)② 開発協力金の免除を受けるために宅地割 りを

70㎡ 以上に した結果,2階 建住宅で4LDKを 確保で きた。

③検査済証を取ることをチラシに明記 して他事業者との

差別化 をした。④従前から3階 住宅を手がけてお り,ビ

ル トインの駐車場等の開口部を大 きくとるため鉄骨造を

採用 していた経験から,2階 建も鉄骨造で対応 している。

7.開 発指導行政の経緯

　前章で見たように,両 市における住宅地開発にあたって

は,開 発指導のあ り方が大きく影響 している。そこで両市

における開発指導の経緯を簡単に整理する。

　 7.1　 八尾市

　八尾市の開発指導要綱は,昭 和49年 に要綱が改正さ

れ,敷 地規模を一部の地域 を除き原則66㎡(20坪)以 上

として誘導することにはじまる。それをもとに平成8年 の

新 しい要綱の制定まで,八 尾市においては徹底 した指導

がなされ,ほ ぼ66㎡ が敷地規模の基準 となった。これは

行政側の地道であるがねば り強い指導はもちろん,開 発

業者などの企業側の協力,企業努力があったか らである。

この実績は八尾市の住宅政策の基礎 となる敷地規模の基

礎を形づ くる大きな成果になっている。隣接市な どが約

50㎡ で誘導されていることを考えれば,数 値的な問題を

別 としても意義ある指導であった と考える。

　敷地規模の誘導が一部70㎡ に移行 した平成8年 からは,

先の図一3か らもわかるように70㎡ へと山が移 っている。

まさに指導行政の成果と地価下落という社会情勢の変化

がうまく作用 した結果であると考えられる。

　とはいえこれらの要綱は八尾市において100㎡ 未満の住

宅が大量に供給された要因の一つであるとも考えられる。

これ ら大量に供給された100㎡ 未満の敷地に建つ住宅を,

狭小であるがゆえに共同化 ・集合住宅化の方向に誘導 して

ゆ くという政策の妥当性が現在問われている。

　八尾市における新 しい考え方は,こ れら100㎡ 未満の住

宅を排除することではな く,都 市型戸建住宅 として位置

付けを行ない,積 極的に誘導して行 こうというものであ

る。平成13年3月 に策定 した八尾市住宅マスタープラン

の中の重点施策 として 「小規模戸建住宅の適切な誘導」

が掲げられたのも,そ の方向に沿ったものである。この

ように都市型戸建住宅を位置付けることで,これまで合法

性を根拠として,「建築の 自由」や 「土地の高度利用の自

由」を主張するマンション建主 と,「まちなみのあ り方」

や 「近隣の環境への配慮」あるいは 「日照や通風」,「プラ

イバシー」を主張する周辺住民との間の トラブルを発生

させている構図から脱却する糸口になるのではないかと

考えられる。

　 7.2　 東大阪市

　平成9年 まで,東大阪市においては開発指導要綱に該当

する4戸 以上の開発に対 して50㎡ 以上の宅地割と戸当た

り50万 円の開発協力金が必要であった。平成4年 前後の

バブル時には40～50㎡ 以下の敷地規模の建売住宅に供

給が集中 している。開発業者は開発協力金や宅地面積の

規制を免れるために日付を変えて4戸 以下で申請をして

いたのである。ほ とんどの建売住宅で建蔽率等の違反が

生 じていたとの新聞報道もある。

　阪神淡路大震災後の平成7年 頃か らは銀行の自主規制

によ り50㎡未満の宅地面積では融資が受けに くい状況に

なった。とはいえ50㎡ 以上の宅地開発をするけれ ども,開

発協力金逃れの分割申請は続 いた。

　平成9年 の要綱改正で70㎡ 以上の宅地割をすれば,協

力金を免除するという誘導策への転換がなされた。 しか

しながら土地価格がまだ相当の水準であったので,し ば

らくは以前 と同 じ状況が続いた。

　平成11年 の建築基準法改正に伴い,東 大阪市では平成

12年4月 から3階 建住宅に対する中間検査を実施 した。消

費者の需要は4LDKで 延床面積100㎡ ほどの住宅にあるた

め,3階 建住宅でも以前は違反がほ とんどだった。しか

し,中 間検査においては建蔽率もチェヅクされるため,敷

地面積で60㎡ を下回る宅地開発が少な くなった。このこ

とは先の図一6に よっても如実に示されている。



　第6章(A)の 開発は平成10年 に始まっている。そのため

要綱のがれを目的として既存道路沿いに分割 して建設さ

れた60㎡ ほどの宅地もあるが,平 成11年 の第3次 分譲

に伴う開発では,半 数以上が70㎡ 以上に宅地割 りされ,そ

こに3階 建住宅が建設された。平成13年 に始まった(B)

の開発では,土 地価格の下落によ り敷地を70㎡ 以上にと

ることができ,協 力金の免除を受け,必 要な間取 りも2

階建住宅で十分対応できている。

8.八 尾市における地域ビルダーへの支援と連携

　東大阪市・八尾市における建築計画概要書の分析を通じて

明らかになったことは,地 場の分譲業者や工務店の役割の

大きさである。そこで,特 にまちなみ形成 という視点から,

地場の分譲業者に対するプロジェクト調査,ア ンケー ト調

査,イ ンタビュー調査,ち らし調査等を行い,そ の供給動

向を分析 してきた。研究会ではこれらの分析作業と並行 し

て,行 政 と業者との共同をあ りかたを議論 してきた。幸い

八尾市においては住宅マスタープランの中で,小 規模戸建

住宅に対する住宅政策上の位置付けが行われた。そこで研

究会に参加 した八尾市のメンバーの中で,そ れをふ まえた

2つ の具体的な施策を提案することとした。注5)。

　　　　 〈試案一地域ビルダーへの支援と連携〉

　第1の 提案は,地 域ビルダーの作品 としての 「住まい」

や 「開発地におけるまちなみ」に対する表彰制度をつくる

ことである。

　例 えば,「八尾住 まいづ くり・まちなみデザイン賞」と

いう名前の表彰制度である。

　住宅単体に対しては,「 住まいづ くり賞」 とでも称 し,

「八尾市の都市型戸建住宅」として,が んばって住 まいづ

くりをした作品を表彰する。

　その表彰基準として,① 構造的に質の高いもの,② 居住

性の高いもの,例 えば,風 通 しや光をうまく取 り入れ,自

然エネルギーを生か し,人 や環境に配慮 した住まいづ く

りをしたもの,③ それぞれのライフスタイルに対応 し

た,可 変的でゆ とりある生活が送れる住 まいづ くりを考

えたもの,④ 個性豊かであ りなが ら,隣 近所のプライバ

シーに配慮 した開口部の位置や目隠 しなどで意匠的に優

れたもの,な どが考えられる。

　まちづ くりに対 しては,「 まちなみデザイン賞」という

ものが考えられる。隣近所に気を くば り,「まちなみがデ

ザインされたもの」を表彰する。それには,3つ のテー

マが考えられる。第1は 景観に気をくばったものである。

具体的にはオープンスペース ・駐車場の景観,お 隣 りと

の空間,道 路や外構を通路 としての機能だけでな く,空

間と緑化に気をくばったもので,「まちなみ」がデザイン

されたものである。

　第2は,コ ミィニティに配慮 したものである。お隣 りと

のプライバシーに気を くばったもの。具体的には窓や玄

関の位置を考えて目線をずらす様に した り,格 子,障 子

などや樹木などの緑でうま くお互いの視線をやわらかく

したものなど,近 隣との関係に気をくばった「まちなみ」

がデザインされたもの。

　第3は 「まちなみのルールづくり」に対する評価である。

自主的なルールづ くりから建築協定へ,さ らに地区計画

へ と,形 あるものとして明示することは,ま ちなみ形成を

考えるうえで重要である。

　 まちづ くりの表彰基準 としては,① 隣近所に配慮 した

空間の確保,② 統一感のあるシンボルヅリーなどの緑化,

③ オープンスペースを確保 した統一感のある外構など,

④室外機の位置といった全般的な気 くば りのルールづ く

り等が考えられる。

　第2の 提案は,こ れまでの八尾市における指導行政が一

方通行的なもので,行 政と業者との間に相互に意見が交

わせるような風土がなかったため,市 民ニーズや企業の

ニーズに的確に対応 した効率的な指導行政が行われてい

なかったのではないかという反省に基づ くものである。そ

こで,地 域 ビルダーか らの声に対する行政指導の内容に

ついての説明責任を果たすとともに,や る気のあ る前向

きな企業の声に応える柔軟な対応が必要な時期にきている

と思われる。

　具体的には,「 住 まいづ くり」「まちづ くり」などの提

案や試み,そ して不満に対する,行 政としての責任ある説

明会や意見交換会,勉 強会などを開催 し,企 業 と行政と

の連携の土壌づ くりを行 うことである注6)。

<注>

1)森 本信明 「戸建持家を主要構成要素とした都市型住宅地像

形成の可能性」日本建築学会大会梗概集2000.9
2)澤 井敬昌 「大都市部の狭小過密敷地に立地する戸建て3階

建て住宅に関する研究」学位論文1998

3)こ の業者アンケー トと並行 して
,木 構造の性能表示につい

てのシンポジウムを研究計画通 り実施 した。参加者は約40名

あ った。

4)建 築計画概要書をもとに
,供 給タイプ区分をどのようにす

ればよいのかは,独 自の研究課題であり,別 の機会に報告する。

5)本 研 究成果の展開として
,平 成13年 度 より開始 した 「リ

サイクル型まちなか一戸建住宅」実証実験プロジェク トがある。

近畿大学所有敷地内に2区 画各70㎡ の敷地上に木造3階 建の住

宅を建設 し,そ の構造 ・防火面での安全性とともに,リ フォーム ・

リサイクル性能を検証 しようというものである。

6)こ の2つ の提案は
,当 研究会におけるデータ分析やイン

タビュー調査等の結果を参考に,研 究会に参加 した八尾市の住

宅政策の担 当者レベルで議論を重ねた成果である。この提案が

施策 として実施 され るよう,指 導行政の担当者等と合 同で研

究を継続する事を考えている。
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